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■日本地図

■富山県全図

富山市

人口 富山県全体の約４割（413,938人 R2国勢調査）

面積 富山県全体の約３割（1,241.85km2） 海抜0ｍから2,986ｍまでの多様な地形

予算 2023年度一般会計予算額 約1,673億円

アクセス 東京駅→富山駅（新幹線2時間5分）、大阪駅→富山駅（特急・新幹線3時間19分）

立山あおぐ特等席。 富山市

富山市の概要



はじめに

• 行政（官）だけで物事を進めるやり方は限界を迎えています。

• これまでの自治体経営（まちづくり）に足りなかったもの、これからの自治体経営に求めら
れているもの、それが民間の視点・民間の力です。

• 本資料は、公共施設マネジメント・PPP/PFIの初心者であった一担当者が、経験を重ねる
中で直面し、学び、反省し、試行錯誤を繰り返してきた点等を踏まえ作成しました。本資
料がこれから担当者として取り組む皆様の参考になれば幸いです。

Contents

１．富山市のまちづくりの課題と基本方針

２．富山市の公共施設の現状と課題

３．富山市の公共施設マネジメント戦略
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COMPACT CITY TOYAMA

富山市のまちづくりの課題
と基本方針



１ 富山市を取り巻く課題

① 人口減少と超高齢社会

② 過度な自動車依存による
公共交通の衰退

③ 中心市街地の魅力喪失

④ 割高な都市管理の
行政コスト

⑤ ＣO2排出量の増大

⑥ 市町村合併による
類似公共施設

⑦ 社会資本の
適切な維持管理

⑧ 平均寿命と健康寿命の
乖離

-5- -１-



＜実現するための３本柱＞

２ 富山市のまちづくりの基本方針 ～コンパクトなまちづくり～

＜概念図＞
富山市が目指すお団子と串の都市構造

一定水準以上のサービス
レベルの公共交通

串 ：

お団子：串で結ばれた徒歩圏

鉄軌道をはじめとする公共交通を活性化させ、その沿線に居住、
商業、業務、文化等の都市の諸機能を集積させることにより、
公共交通を軸とした拠点集中型のコンパクトなまちづくりを実現

①公共交通の活性化

②公共交通沿線地区への居住推進

③中心市街地の活性化

-6- -２-
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COMPACT CITY TOYAMA

富山市の公共施設
の現状と課題



３ 本市の人口減少・少子超高齢化の進行（税収の減少）

8

出典：富山市人口ビジョン
【H27との比較】

R47では、
65歳以上の
占める割合が
上昇
H27 約28.4％

↓
R47 約33.8％

約10万8千人
減少(約25％)

・総人口
→25％減

・生産年齢人口
→30％減

個人市民
税などの
税収減少

高齢者の占める
割合
28.４%

→3３.8%

医療・介護な
どの社会保障
費が増大

-１-
-３-

約7万5千人
減少(約30％)
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■社会インフラ

公共建築物（ハコモノ）
１，０８２施設（1,732,001㎡）

道 路
１０，６７６路線（3,110ｋｍ）

橋 梁
２，２２１本（20ｋｍ）

上水道管
３，０７６ｋｍ

下水道管
２，６５３ｋｍ

■市では、学校や市営住宅等の公共建築物（いわゆるハコモノ）をはじめ、
道路、橋りょう、上下水道管等、多くの資産を保有しています。

東京ドーム
３７個分

東京ディズニー
ランド ３個分

日本列島と同規模

４ 富山市の公共施設の現状①

■公共建築物

-４-

■土地

４４，００５，５４９㎡



1
0

４ 富山市の公共施設の現状②（公共建築物の過去整備状況）

-５-



1980年代～90年代 2030年代～40年代

急激なインフラ整備

大幅な予算不足が
見込まれている。

新しいものはもとよ
り、今あるものすら
維持できない。

50年経過

老朽化による更新投資需要

ピラミッドと第2のピラミッド

ピラミッド型の投資の末路

富山市の場合、1980年代から90年代にかけて集中的に

整備した施設が、今から約２０～３０年後にほぼ一斉に更新

時期を迎えることから、大幅な予算不足が見込まれています。

５ いっせいにくる老朽化問題

-６-



旧大山町
旧八尾町

旧山田村

旧細入村

旧富山市

旧婦中町

富山市

富山市役所

旧大沢野町

６ 市町村合併①

都市名 人口(人) 世帯数 面積(k㎡)

富山市 325,700 118,070 208.81

大沢野町 22,642 6,817 74.66

大山町 11,652 3,633 572.32

八尾町 22,322 6,457 236.86

婦中町 34,528 9,760 68.04

山田村 2,037 461 40.92

細入村 1,923 623 40.24

計 420,804 145,821 1,241.85

平成１７年４月１日に、１市４町２村により市町村合併
歴史や文化において古くから深いつながりを持つとともに、公通・通信

手段の発展等により、経済圏・日常生活圏が一体化してきていた。
また、行政の広域的な課題に対応するために、富山地区広域圏事務組合

の構成団体としてごみ処理等の共同事務を行うほか、多くの分野で積極的
に広域行政に取り組んできていた。

-７-



1
3

富山市が目指す都市構造
との整合性
富山市が目指す都市構造
との整合性

重複施設機能
の見直し

重複施設機能
の見直し

６ 市町村合併②（類似施設）

-８-



７ 他都市との比較

1
4

富山市は
中核市のなかでも
ハコモノが多い！

中核市で比較すると全国10位
-９-



８ 分類別にみた富山市の施設の特徴

1
5

【分類別面積割合】 【建築年別・分野別面積割合】

公共建築物の施設分類別の面積割合は、
教育系施設（主に小中学校）が最も高く39.7％、
公営住宅が17.5％と、全体の約１/２を占めています。

-10-

★学校＋
公営住宅
＝約１／２



９ 将来更新費用推計①

ＷＡＲＮＩＮＧ！！

今後40年間で３，０６８億円、年平均で約77億円の不足！

耐用年数経過時に単純更新を行った場合の公共建築物の将来更新費用

今後40年間の更新費用総額
約7,800億円（約195億円/年）

-11-



９ 将来更新費用推計②

この場合も、今後40年間で76３億円、年平均で19億円の不足！

長寿命化等の対策を踏まえた場合の公共建築物の将来更新費用

今後40年間の更新費用総額
5,495億円（約137億円/年）

-12-
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COMPACT CITY TOYAMA

富山市の公共施設
マネジメント戦略
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富山市公共施設利活用検討チームの設置

平成
28年度

平成
29年度

富山市公共施設マネジメントアクションプラン

「富山市公共施設等総合管理計画」

戦略編
・再編の手法
・施設用途別の分析
・地域別の分析
・実行編の進め方

第１次実行編
・実行編の概要

１．第１次アクションプランの目標
２．第１次における実行編の進め方
３．地域別実行計画の策定
４．施設保全のマネジメント体制の構築

・課題があるとされた施設の見直しの方向性

10 これまでの取組みと計画の枠組み①

今後の富山市の公共施設マネジメントの基本方針となるもの
・公共施設等の現状及び将来見通し
・公共施設等の管理に関する基本的な方針
・施設類型ごとの管理に関する基本的な方針

平成
23年度

平成
24年度

公共施設の利活用に関する報告書（24年8月）

公共施設利活用検討チームが、再編整備にかかる市全体
の基本方針、48の個別施設の方向性等を示したもの

以降、48の方向性が示された個別
施設について、合意形成を図りなが
ら、順次、見直しを行ってきた。

公共施設マネジメントの
実行段階へ

-13-
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公共施設マネジメント戦略チームへ改称

令和
元年度

令和
2年度

第2次富山市公共施設マネジメントアクションプラン実行編
（令和４年度～令和８年度）

富山市公共施設等総合管理計画の改訂

令和
４年度
以降

10 これまでの取組みと計画の枠組み②
平成

30年度
公共施設マネジメントの実行段階
・課題があるとされた施設の見直し
・地域別実行計画・リーディングプロジェクトの策定

施設の長寿命化
・自己点検、法定点検体制の構築
・修繕等への予算の優先順位づけ

-14-

第１次アクションプラン実行編において、課題があるとされた
139施設を対象とした見直しの実施

令和
３年度

地域別実行計画の策定（大沢野地域、大山地域）

地域別実行計画の策定（八尾地域、細入地域）

地域別実行計画の策定（婦中地域、山田地域）

施設ごとの長期の保全計画である個別施設計画の内容を反映

社会インフラの管理に関する基本方針を追加
見直し完了：39施設
（譲渡、廃止、機能の複合化・集約化等）

富山市公共施設等総合管理計画の一部改訂



平成28年12月（令和２年９月、令和３年１２月一部改訂）

富山市は、公共施設等の長期的な管理のあり方の基本方針を定めた

「公共施設等総合管理計画」を策定しました。

2
1

10年以上の長
期的な管理計画

であること

施設の安全
性を確保す
る計画であ

ること

将来のまち
づくりを見
据えた計画
であること

長期的な視点

まちづくり
の視点

強靭化（レジリ
エンス）の視点

公共施設マネジメント
には次のような視点が
求められています。

11 公共施設を「マネジメント」するという発想へ

-15-



12 富山市の公共施設マネジメント戦略

１．現状
把握

２．課題
認識

３．再編
計画

４．計画
の実行

公共施設等総合管理計画 アクションプラン
「公共施設等総合管理計画」の対象範囲は、１．現状把握、２．課題認識と、３．再編計画の
策定の入り口まで。アクションプランは、計画を実行するための個別具体の再編計画

◇富山市の公共施設マネジメントの全体像と戦略

公共施設等総合管理計画

アクションプラン
長寿命化
計画

公共施設マネジメ
ントの基本計画

公共施設マネジメ
ントの行動計画

公共建築物 社会インフラ

-16-



13 計画期間について

2
3

-17-
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17.0 
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14.0 
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3.2 

73.0 

46.9 

31.3 

25.6 

26.1 

16.6 

14.9 

9.6 

4.2 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80%

あまり利用されていない施設・土地の

全部または一部を売却・賃貸して収入を得る

現在ある施設の統廃合や

機能の複合化・多機能化によって施設数を減らす

施設の更新（建替え）や管理運営に

民間のノウハウや資金を活用する

県や近隣自治体と共同で施設を建設・運営する

施設を減らす代わりに、民間施設

（会議室、スポーツ施設など）の利用に対し助成する

地域活動に密着した施設の

管理運営を地域住民に任せる

まちの中心部や地域拠点に

施設を集約化し、施設数を減らす

利用料を徴収できる施設の料金を引き上げる

施設におけるサービスの水準を引き下げる

特別な税金の徴収など住民全体で負担する

全体 N=2349

男性 N=1056

女性 N=1251

［複数回答］

【公共施設の更新費用の負担を減らす方策】

14 住民ニーズ（市民意識調査）

-18-



基本方針１

公共建築物の総量削減
（廃止・統合・譲渡）

•公共建築物の再編

•リノベーションの推
進

•新規整備の制約

基本方針２

ＰＰＰ（官民連携）
戦略の推進

•公共建築物の複合
化・多機能化

•民間事業者の活用

•地域プラットフォー
ム（基盤）の構築

基本方針３

新たな財源の確保

•財産の有効活用

•公の施設の受益者負
担の適正化

•将来の更新への備え

2
5

15 富山市の公共施設マネジメントの基本方針

富山市は公共施設マネジメントを実行する際、
以下の３方針を基本的な方針とします。

-19-



➢ 公共建築物の再編
➢ リノベーションの推進
➢ 新規整備の抑制

基本方針1 公共建築物の総量削減（廃止・統合・譲渡）

➢ 公共建築物の複合化・多機能化
➢ 民間事業者の活用
➢ 地域プラットフォーム

基本方針2 PPP戦略の推進

➢ 財産の有効活用
➢ 公の施設の受益者負担の適正化
➢ 将来の更新への備え

基本方針3 新たな財源の確保

富山市公共施設マネジメントアクションプラン

・課題ありとされた施設の見
直し方針

・再編の手法
・用途別の分析
・地域別の分析

５

16 公共施設等の総量削減（廃止・統合・譲渡）

-20-



17 富山市公共施設マネジメントアクションプラン

令和３年３月３１日時点で市が保有する公共建築物1,082施設のう
ち、公衆トイレ・倉庫等、小規模な施設な施設を除き、510施設
（1,551,678㎡）を対象とし、マネジメントに取り組みます。

◇アクションプランの対象としてマネジメントに取り組む施設

-21-

主な施設分類 施設数 延床面積（㎡）

市民文化系施設 102 110,158

社会教育系施設 55 45,474

スポーツ・レクリエーション施設 35 107,570

学校教育施設 97 641,896

公営住宅 38 303,426

その他 183 343,154

合計 510 1,551,678



18 第２次アクションプランの目標

2
8

-22-

※令和3年度までに見直し完了となる施設（39施設）について
（１）複合化・集約化 … 20施設（大沢野文化会館、大沢野行政サービスセンターなど）
（２）廃止 … 9施設（勤労青少年ホーム、白樺ハイツなど）
（３）譲渡 … 6施設（石金保育所、楜ケ原集落センターなど）
（４）その他 … 4施設（呉羽プール、富山市公設地方卸売市場など）

◇第１次アクションプランの成果（平成30年度～令和３年度）

◇第２次アクションプランの目標（令和４年度～令和８年度）

課題のある施設として抽出
１３９施設 ３９施設（※）の見直し

譲渡・廃止、機能の集約化、複合化
約413憶円
の削減効果

課題のある施設として抽出
１４５施設

削減目標

約４１８憶

解体・譲渡、機能の集約化、複合化



19 アクションプランの進め方①（具体の見直し検討プロセス）

2
9

-23-



19 アクションプランの進め方②（対象施設）

3
0

-24-

対象施設（課題のある施設）

公共施設等総合管理計画（510施設）

抽出条件１＆２
抽出条件３

（各期重点項目）

抽出

１ 課題のある施設の抽出



19 アクションプランの進め方③（施設評価）

-25-

◇ポートフォリオ分析

施設を３つの視点から分析し、Ａ～Ｄに分類します。

A 老朽化の状況、利用・コスト状況ともに課題が少ない。

B 老朽化の状況には課題が多いが、利用・コスト状況には課題が少ない。

C 老朽化の状況には課題は少ないが、利用・コスト状況には課題が多い。

D 老朽化の状況、利用・コスト状況ともに課題が多い。

縦軸（ソフト偏差値）
１「供給」：施設の利用者数、稼働率
２「財務」：施設に係るコスト

横軸（ハード偏差値）
３「品質」：老朽化度

ソフトは施設類型ごと、ハードは全施設を対象
とし、中心を偏差値50として評価を行う



・抽出された「課題がある施設」の機能について、施設類型別の判断基準や地域別
の判断基準により、今後も維持していく必要があるか、維持しないかを客観的、
政策的な視点により総合的に判断します。
・施設類型別の再編方針と地域別の再編方針を組み合わせることで、地域の中で
どのような施設が不足し、また、どのような施設が過剰であるかを可視化するこ
とができ、施設の集約化・複合化や廃止等の再編整備方策が検討できます。

19 アクションプランの進め方④（機能維持の方針）
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3
3

１ 市民文化系施設

公民館・ホール

2 社会教育系施設

図書館・博物館

3 スポーツ・レク
リエーション系施設
体育館、入浴施設など

4 産業系施設
会議場、研修室

5 学校教育系施設
学校 など

6 子育て支援施設
幼稚園、保育所、児童

館

7 保健・福祉施設
老人福祉センター、障
害者福祉施設 など

8 行政系施設

庁舎、斎場など

9 公営住宅 10 市民病院 11 上水道・下水
道・工業用水道

12 公園

13 道路・橋梁
14 農業集落排水

処理施設
15 軌道

16 その他

農道・漁港・駐車場
など

学校（小学校・中学校
など）

今後の少子化を見据え、
学校統合により、適正
な規模に近付ける

集会施設（公民館など）

公民館の連携も念頭にお
きつつ、原則、小学校区
に１区の配置をめざす

庁舎（本庁・行政サー
ビスセンターなど）

適正な規模を検討しつ
つ、利便性向上のため
に複合化へ

スポーツ施設

体育館等は①市レベル②
地域レベル③地区レベル
に再編する

宿泊・入浴施設

収益性の高い施設は、積
極的に民間へ事業移管し、
困難なものは廃止する
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19 アクションプランの進め方⑤（施設類型別の再編方針）



①富山中央①富山中央 ②富山北部②富山北部 ③和合③和合 ④呉羽④呉羽

⑤富山西部⑤富山西部 ⑥富山南部⑥富山南部 ⑦富山東部⑦富山東部 ⑧水橋⑧水橋

⑨大沢野⑨大沢野 ⑩大山⑩大山 ⑪八尾⑪八尾 ⑫婦中⑫婦中

⑬山田⑬山田 ⑭細入⑭細入

都市マスタープランにて設定している14の地域生活圏別に、地域
ごとの特色や実情を踏まえ、公共施設の適性配置を考えます。

地域別ワーク
ショップの開催
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19 アクションプランの進め方⑥（地域別の再編方針）



20 地域別実行計画の策定①

■住民代表によるワークショップや広報誌発行等の多様なコミュニケーション手段を用いて、
住民の意向を反映させた計画を作成する。なお、地域の課題、まちづくりの課題を十分に反
映させた計画とするために、富山市立地適正化計画との整合を図りながら計画づくりを行う。
Ⅰ 進め方の決定
Ⅱ 公共施設・まちづくりの課題の抽出の整理と総量縮減目標の設定
Ⅲ 課題の解決と目標実現のための施設再編案（複数案）の作成
Ⅳ 再編案の比較検討
Ⅴ 再編案の絞り込みと計画策定

●地域カルテの作成
①地域概況、動向
②将来推計人口
③利用状況、コスト状況
④将来に向けた検討課題

●地域別実行計画策定
地域ごとに対象となる施設の再配置計画
を地域住民の合意（ワークショップの開
催）を得て策定

大沢野・大山・八尾・婦中・山田
・細入地域で策定

大沢野・大山・八尾・婦中・山田
・細入地域で策定
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20 地域別実行計画の策定②（住民参加によるワークショップ）

行政

従来は・・・

今回は・・・

A施設
B施設

C施設
D施設

住民

行政側にて案を作成し、最後に
意見を求める

行政・住民

A施設

B施設

D施設

新C施設

計画策定段階から地域住民が参加し、可
能な範囲でその意見を反映させる

地域にとっ
て必要な機
能はなんだ
ろう?

人口が少なくな
るし施設が減る
のは仕方ない

小さくてもいいから
図書館は欲しいな

子どもたちに
負担が残らな
いようにして
欲しい
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21 機能再編の手法①
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21 機能再編の手法②
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22 第２次アクションプランにおける施設の見直しの方向性

3
9

-33-

〈見直しの方向性の一例〉

抽出条件に基づき、第２次アクションプランにおいて取り組むべき施設として145施設を抽出しま
した。
現時点で想定し得る複数の方策を示していますが、今後、具体的な再編整備方針を政策決定し、
整備を進めていきます。



23 リーディングプロジェクト

※設計・建設の際には、令和3年度を事業期間とする公共施設等適正管理推進事業債を活用する。

■合併前の庁舎であった行政サービスセンター・中核型地区センターについては、耐震化が
行われていないことや建物の空スペースの増加等が課題になっており、第１次アクションプ
ランにおいても、重点事項として「旧庁舎を核とした施設機能の再編」を掲げている。こう
したことから、行政サービスセンターやその周辺にある公共施設を含め、必要とする機能を
改めて見直し、集約化や複合化の手法を用いつつ、センターを核とした施設の再編を行う。

-34-

リーディングプロジェクトは、大沢野地域及び大山地域の行政サービスセンター周辺に
おいて、必要とする機能を見直し、複合化や集約化の手法を用いてセンターを核とし
た施設の再編を行うものです。
本市の公共施設再編のモデルに、また、他地域に先駆けた先導的な事例となるよう、

地域別実行計画策定のワークショップ内で検討しました。



23 リーディングプロジェクト①（大沢野地域公共施設複合化事業）
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23 リーディングプロジェクト①（大沢野地域公共施設複合化事業）
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23 リーディングプロジェクト①（大沢野地域公共施設複合化事業）

スケジュール

提案概要
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23 リーディングプロジェクト①（大沢野地域公共施設複合化事業）
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23 リーディングプロジェクト②（大山地域公共施設複合化事業）
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23 リーディングプロジェクト②（大山地域公共施設複合化事業）
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23 リーディングプロジェクト③（大山地域公共施設複合化事業）

スケジュール

新規複合施設部分 公有地活用部分
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23 リーディングプロジェクト②（大山地域公共施設複合化事業）
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24 施設の長寿命化に向けた保全のマネジメント体制

LCC（ライフサイクルコスト）シュミレーション、公共施設再編の方向
性、施設用途やその役割を踏まえ、公共施設にかかるデータベースを活
用しながら、施設の長寿命化を図れるよう計画的な保全を行います。

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

劣

化

状

況

調

査 

優

先

度

判

定 

予 
算 

化 

計 
画 

の 
実 

行 

保全の 

妥当性 

再編の

方向性

施設管理者による劣化状況調査の結果に対して、保全の妥当性や施設再編の
方向性を踏まえた上で、優先度を判定

真に必要な箇所を選択し、限られた財源の中で効果的な保全を実行
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➢ 公共建築物の再編
➢ リノベーションの推進
➢ 新規整備の抑制

基本方針1 公共建築物の総量削減（廃止・統合・譲渡）

➢ 公共建築物の複合化・多機能化
➢ 民間事業者の活用
➢ 地域プラットフォーム

基本方針2 PPP戦略の推進

➢ 財産の有効活用
➢ 公の施設の受益者負担の適正化
➢ 将来の更新への備え

基本方針3 新たな財源の確保

出口戦略として PPP戦略の推進

・老朽化した大規模施設
の更新

・統合校跡地等の市有地
の活用

・とやま地域プラットフォームを
活用した官民対話

・富山市PPP優先的検討
規程の導入

５

25 ＰＰＰ戦略の推進
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【対象施設】
・公共施設等（例えば庁舎、公営住宅、学校等の公共建築物及び道路

、橋りょう等の社会インフラ）
【対象事業】
①施設建設等にかかる事業費が10億円以上
②単年度の運営費が１億円以上

■富山市では、国からの要請に基づき、一定規模以上
の公共施設の整備等において、従来手法に優先して、
ＰＰＰ/ＰＦＩ事業手法を検討する制度を平成２９
年度から開始

26 ＰＰＰ/PFI優先的検討規程
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■金融・不動産・ＰＦＩ等の有識者を構成メンバーとして、「富山市ＰＰＰ事業手法検討委員会」
を設置し、最適な事業手法を検討する。

構成メンバー:鵜殿氏（（株）日本経済研究所）、内
藤氏（不動産証券化協会）、寺沢氏（日本PPP・PFI
協会）、植野氏（富山市政策参与）

富山市PPP事業手法検討委員会 ①民間資金・能力活用余地の判定(300㎡以上)

３段階で専門家の意見を取り入れ、市の方針を最終決定

②簡易な検討[民間サウンディング]

③詳細な検討[ＶＦＭ比較、事業手法検討]

公園整備にPFI手法を活用できないかな。

市営住宅と保育所を一体的にPPP
案件として、事業化できないかな。

都心地区の市有地において、収益化の最
大化を図るためにはどうすればいいのか。

公共施設を複合化した際の跡地につ
いても、既存施設の取り壊しから、新
規複合施設の整備、跡地活用までを
一体として、PPP事業とした方がメ
リットが大きいような気がするな。

市場をコンパクト化した際にうまれる余剰地に
は、物流の拠点として活用できそうだな。

組 織:委員⾧、委員で構成
事務局:行政管理課
「簡易な検討」や「詳細な検討」の検証、専門性の高い業
務への助言、採用手法選択への支援事務

27 ＰＰＰ事業手法検討委員会
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■富山県内の「産」「官」「学」「金」の立場の異なる様々なステークホルダーが
対等な立場で対話や情報共有ができる仕組みを設けることで、官民双方の理解を
深めるとともに、地域が戦略的に官民連携を進めていくための基礎を構築します。

［R2.12.22 第2回 オープン型サウンディングの風景］

28 とやま地域プラットフォーム[民間ノウハウの活用]

［Ｈ29.6.29 第4回 ワークショップの風景］

地元

企業

その他

有識者

地方

自治体

地域金融機関

■期待する効果
Ⅰ PPP/PFI事業のノウハウ取得や案件形成能力の向上
Ⅱ 官民対話を通じて具体の案件形成

※平成28年11月に、富山市、北陸財務局、㈱日本政策投資銀
行、㈱北陸銀行が中心となって設立
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29 富山市におけるこれまでのPPP/PFI事業取組実績
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➢ 公共建築物の再編
➢ リノベーションの推進
➢ 新規整備の抑制

基本方針1 公共建築物の総量削減（廃止・統合・譲渡）

➢ 公共建築物の複合化・多機能化
➢ 民間事業者の活用
➢ 地域プラットフォーム

基本方針2 PPP戦略の推進

➢ 財産の有効活用
➢ 公の施設の受益者負担の適正化
➢ 将来の更新への備え

基本方針3 新たな財源の確保

公有資産の有効活用

・公有財産の収益化の
可能性

・公共と民間の複合施設

・新たな資金調達スキームの
検討

・ＲＥＩＴ（不動産証券化）
手法の検討

５

30 新たな財源の確保
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７校から２校へと統合した小学校の跡地等を活用し、必要な都市機能を
ＰＰＰ事業で整備

富
山
ラ
イ
ト
レ
ー
ル

市
内
軌
道
線

従前の
土地利用

現在の土地利用 整備手法
土地の所有
状況

芝園中学校 芝園小中学校 ＰＦＩ 市所有

愛宕小学校 県立雄峰高校 公設 県所有

安野屋小学校
県立中部高校
サブグラウンド

公設 県・市所有

総曲輪小学校
地域包括ケア施設、ス
ポーツクラブ、専門学校
等（Ｈ29.4開設）

ＰＰＰ
市所有

（民間施設
は定借）

八人町小学校
市教育センター
（暫定利用）

既存校舎
利用

市所有

星井町小学校
角川介護予防
センター等

公設民営 市所有

五番町小学校 中央小学校 ＰＦＩ 市所有

清水町小学校
食品スーパー、ドラッグ
ストア、公民館等

ＰＰＰ
市所有

（民間施設
は定借）

芝園小中学校

中央小学校

31 ＰＰＰによる公有地を活用したまちづくり
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32 ＰＰＰによる公有地活用①（清水町小跡地の活用）
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32 ＰＰＰによる公有地活用②（総曲輪小跡地の活用）
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56,059

29,887

23,946

28,510

33 重点課題（学校統合）① ～児童生徒数の推移と将来推計～
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地域生活圏 No. 再編の組み合わせ 再編先学校（進学先中学校） 手法

富山中央

1 柳町小、中央小 → 中央小（大泉中・南部中・東部中・奥田中） 統合

2 柳町小（奥田小校区に通学区域変更）、奥田小 → 奥田小（奥田中）
通学区域変更

3 柳町小（東部小校区に通学区域変更）、東部小 → 東部小（東部中）

富山北部

4 岩瀬小、萩浦小 → 萩浦小（岩瀬中）
統合

5 針原小、浜黒崎小、大広田小 → 大広田小（新庄中・北部中）

6 針原小（新庄北小校区に通学区域変更）、新庄北小 → 新庄北小（新庄中）
通学区域変更

7 針原小（大広田小校区に通学区域変更）、浜黒崎小、大広田小 → 大広田小（北部中）

和合 8 四方小、八幡小、草島小、倉垣小 → 和合中併設小（和合中） 統合

呉羽 9 古沢小、池多小、長岡小、寒江小、老田小、呉羽小 → 呉羽小（呉羽中） 最終統合

富山西部 10 神明小、五福小 → 五福小（西部中） 統合

富山東部 11 太田小、山室中部小 → 山室中部小（山室中） 統合

大沢野
12 船峅小、大沢野小 → 大沢野小（大沢野中）

統合
13 船峅小、大久保小 → 大久保小（大沢野中）

大沢野・

細入

14 神通碧小、大沢野小 → 大沢野小（大沢野中）

統合15 船峅小、神通碧小、大沢野小 → 大沢野小（大沢野中）

16 楡原中、大沢野中 → 大沢野中

大山
17 福沢小、小見小、上滝小、大庄小 → 上滝中併設小（上滝中） 最終統合

18 福沢小、小見小、上滝小、大庄小 → 大庄小（上滝中） 統合

八尾

19 樫尾小、八尾小 → 八尾小（八尾中）
一次統合

20 樫尾小、杉原小 → 杉原小（八尾中）

21 樫尾小、八尾小、杉原小、保内小 → 八尾中併設小（八尾中） 最終統合

八尾・山田

22 樫尾小、山田小、八尾小 → 八尾小（八尾中） 一次統合

23 樫尾小、山田小、八尾小、杉原小、保内小 → 八尾中併設小（八尾中） 最終統合

24 山田中、八尾中 → 八尾中 統合

婦中

25 朝日小、速星小 → 速星小（速星中）

統合26 古里小、音川小、神保小 → 城山中併設小（城山中）

27 古里小、音川小、神保小 → 神保小（城山中）

33 重点課題（学校統合） ② ～学校再編計画の策定～
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統合各校と計画予定地の位置
【水橋地域】 富山駅 水橋地区

■水橋地区統合校整備事業は、富山市における今後の統合のモデルとなるよう、学校整備に官民連携手法を用いることで、学校跡地

の活用や教育を支援する事業に民間ノウハウを期待するとともに、事業費の縮減を図るものである。

34 水橋地区統合校PFI整備事業
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34 水橋地区統合校PFI整備事業
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7小中学校の再編
による統合学校

地域で子供たちを
はぐくむ環境づくり

住民・行政・民間が

一体となった

学校づくりの推進

官民連携手法
の導入

社会環境変化への
対応（少子化、DX
技術進展等）

義務教育学校の
利点を生かした教育
環境の充実

今後の統合校の

モデルとなる

学校づくりの推進

住民意見の反映に
よる当事者意識の

醸成



34 水橋地区統合校PFI整備事業
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34 水橋地区統合校PFI整備事業
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・コンサル（アドバイザリー）や有識者（第三者委員会等）から意見・情報を得たから大丈夫

・・・生きた声が分からない、現実との乖離

→ これも有効だが、直接、様々なステークホルダーと接触・対話して戦略をたてることが
必要

・計画策定が最優先

・・・数字ありきの削減目標を掲げた計画策定ばかりに注力してしまい、住民合意のプロセス

を無視した出口戦略の検討を怠ってしまった。結果、住民の理解が得られず、思うように公

共施設の再編が進まない

→ 住民合意の道筋を決めることが先（削減目標は後からついてくる）
・言葉だけの「対等・WIN-WIN・信頼関係」
・・・未だに上から目線。庁内に溢れる「行政が決めればいい」の声。

→ 住民と一緒に汗をかく！ / 相手(住民)への配慮を忘れない
・「コストをかけて整備したものは廃止できない」という思い込み

・・・「多額のコストをかけたのだから使い続けなければ」という誤った判断

→ 住民対話・民間サウンディングにより、他の用途の施設への転用も可能
・施設所管の担当課で対応

・・・担当課・担当職員によって考え方や進め方がバラバラ、地域住民や施設利用者に余計な

手間や混乱が発生

→ 部局横断的に戦略的に公共施設マネジメントを統括する専門部署・窓口の指定

これまでの反省から「公共施設マネジメントの推進」に必要なこと
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